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令和元年度個別労働紛争解決制度の運用状況 

１ 総合労働相談 

（１） 相談件数の推移 

 

（２） 民事上の個別労働紛争┃相談内容別の件数 

 
※ ％は相談内容の全体（内訳延べ合計件数）に占める割合。合計値は四捨五入による端数処理

の関係で 100%にならないことがある。なお、内訳延べ合計件数は、1 回の相談において複数

の内容にまたがる相談が行われた場合には、複数の相談内容を件数として計上したもの。 
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

総合労働相談件数 民事上の個別労働紛争相談件数

いじめ・嫌がらせ

5,067 

(25.4%)

自己都合退職

2,157 

(10.8%)

労働条件の引下げ

1,810 

(9.1%)

解雇(普通、

整理、懲戒)

1,764 

(8.8%)

退職勧奨

1,368 

(6.9%)

雇用管理改善等

914 

(4.6%)

雇止め

765 

(3.8%)

出向・配置転換    645    (3.2%) 

賠償        524  (2.6%) 

懲戒処分         282    (1.4%) 

募集・採用        191    (1.0%) 

採用内定取消      116    (0.6%) 

その他労働条件  2,661   (13.3%) 

その他          1,704    (8.5%) 

ほか 計 6,123（30.7％） 

令和元年度 

民事上の個別労働紛争 

相談件数 

計 19,968 件 

（※内訳延べ合計件数） 

別添１ 
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（３） 民事上の個別労働紛争┃主な相談内容別の件数推移 

 

※（ ）内は対前年度比。 

（４） 民事上の個別労働紛争┃就労形態別の件数 

 
※ ( )内は相談対象となる労働者の就労形態の全体（合計件数）における割合。合計値は、四

捨五入による端数処理の関係で 100%にならないことがある。 
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22年度23年度24年度25年度26年度27年度28年度29年度30年度元年度

いじめ・嫌

がらせ

労働条件の

引下げ

普通解雇

退職勧奨

5,067件(±0.0%)

1,810件(-0.5%)

1,386件(＋2.2%)

1,368件(＋9.9%)

正社員

4,955 

(35.3%)

パート・アルバイト

1,959

(14.0%)

派遣労働者

662 

(4.7%)

期間契約社員

1,340 

(9.6%)

その他・不明

5,115

（36.5%）

相談者の種類 

労働者 11,890 (84.7%) 

事業主  1,205  (8.6%) 

その他    936  (6.7%) 

※ 事業主からの相談につい

ては、相談対象の労働者の就

労形態を計上している。 

 
令和元年度 

民事上の個別労働紛争 

相談件数 

計 14,031 件 
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２ 都道府県労働局長による助言・指導 

（１） 申出件数の推移 

 

（２） 申出内容別の件数 

 

※（ ）内は申出内容の全体（内訳延べ合計件数）に占める割合。合計値は、四捨五入による端数

処理の関係で 100%にならないことがある。 

245
221

326

354

292 286 281

323

279

339

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

助言・指導申出件数

いじめ・嫌がらせ

87

(25.7%)

労働条件の引下げ

29

(8.6%)

雇止め

24

(7.1%)

解雇(普通、

整理、懲戒)

24

(7.1%)

出向・配置転換

23

(6.8%)

退職勧奨

21

(6.2%)

自己都合退職

19

(5.6%)

ほか 計 112（33.0%）

懲戒処分      8     (2.4%) 

雇用管理改善等   5     (1.5%) 

昇給・昇格    3     (0.9%) 

その他の労働条件  76    (22.4%) 

その他      20  （5.9%） 

 
令和元年度 

労働局長の助言・指導 

申出件数 

計 339 件 
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（３） 主な申出内容別の件数推移 

 
※（ ）内は対前年度比。 

（４） 就労形態別の申出件数 

 
※（ ）内は紛争の対象となる労働者の就労形態の全体（合計件数）に占める割合。合計値は、四

捨五入による端数処理の関係で 100%にならないことがある。 

（５） 助言・指導の流れ及び処理状況 
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度元年度

いじめ・嫌が

らせ

労働条件の引

下げ

普通解雇

退職勧奨

87(+17.6%)

29(+11.5%)

22(+46.7%)

21(+50.0%)

正社員

157

(46.3%)

パート・アルバイト

64

(18.9%)

派遣労働者

24

(7.1%)

期間契約社員

77

(22.7%)

その他・不明

17

(5.0%)

処理終了件数 335 件 

助言・指導の実施 取下げ 打切り その他 

324 件 

(96.7%) 

10 件 

(3.0%) 

1 件 

(0.3%) 

0 件 

(0.0%) 

 
令和元年度 

労働局長の助言・指導 

申出件数 

計 339 件 

申出人の種類 

労働者  337  (99.4%) 

事業主    2   (0.6%) 

※ 事業主からの助言・指導

申出については、紛争の対象

となった労働者の就労形態を

計上している。 

助言・指導

の申出 

うち 1か月以内に処理 333 件(99.4%) 

※( )内は処理終了件数 335 件に占める比率 
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３ 紛争調整委員会によるあっせん 

（１） 申請件数の推移 

 

（２） 申請内容別の件数 

 
 

※（ ）内は申請内容の全体（合計件数）に占める割合。合計値は、四捨五入による端数処理の関

係で 100%にならないことがある。 
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187 183 185
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322
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

いじめ・嫌がらせ

81

(31.3%)

解雇(普通、

整理、懲戒)

53

(20.5%)

雇止め

34

(13.1%)

退職勧奨

16

(6.2%)

労働条件の引下げ

15

(5.8%)

出向・配置転換   8    (3.1%) 

採用内定取消   6    (2.3%) 

自己都合退職   6  (2.3%) 

懲戒処分        4    (1.5%) 

その他労働条件   23    (8.9%) 

その他      13  (5.0%) 

 
令和元年度 

紛争調整委員会による 

あっせん申請件数 

計 259 件 

 

ほか 計 60（23.2%） 
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（３） 主な申請内容別の件数推移 

 
※（ ）内は対前年度比。 

 

（４） 就労形態別の申請件数 

 
※（ ）内は紛争の対象となる労働者の就労形態の全体（合計件数）に占める割合。合計値は、四

捨五入による端数処理の関係で 100%にならないことがある。 
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22年度23年度24年度25年度26年度27年度28年度29年度30年度元年度

いじめ・嫌がら

せ

普通解雇

雇止め

退職勧奨

81件(-23.6%)

49件(+6.5%)

34件(+3.0%)

16件(-44.8%)

正社員

112

(43.2%)

パート・アルバイト

50

(19.3%)

派遣労働者

24

(9.3%)

期間契約社員

61

(23.6%)

その他・不明

12

(4.6%)

申出人の種類 

労働者  252 (97.3%) 

事業主    7  (2.7%) 

労使双方  0  (0.0%) 

※ 事業主からのあっせん

申請については、紛争の対象

となった労働者の就労形態

を計上している。 

 
令和元年度 

紛争調整委員会による 

あっせん申請件数 

計 259 件 
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（５） あっせん手続きの流れ及び処理状況 

※( )内は処理終了件数 277 件に占める比率 

 

（６） 紛争当事者双方のあっせん参加率の推移 

参加率 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

紛争当事者双方のあっせん参加件数 

  ／処理終了件数 
51.9% 56.6% 58.3% 64.2% 60.4% 55.2% 

（７） あっせんにおける合意率の推移 

合意率 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

合意成立件数 

  ／処理終了件数 
33.5% 37.9% 42.7% 41.0% 38.4% 36.5% 

あっせん開催による合意成立件数 

／紛争当事者双方のあっせん参加件数 
60.8% 63.3% 72.4% 62.7% 63.0% 63.4% 

あ
っ
せ
ん
を
開
催
せ
ず
に
合
意 

紛争当事者一方又は双方からのあっせん申請 

都道府県労働局長が紛争調整委員会へあっせんを委任 

あっせんの開始通知 

あっせん参加・不参加の意思確認 

紛争当事者の双方が参加 

あっせん開催 

153 件(55.2%) 

紛争当事者の一方が不参加 

103 件(37.2%) 

合意の成立 

101 件 

(36.5%) 

合意せず 

他 の 紛 争 解

決・相談機関

の情報提供 

打切り 

159 件 

(57.4%) 

処理終了件数 277 件 うち 2 か月以内に処理 227 件 (81.9%) 

取下げ 17 件(6.1%)  

4 件 

(1.4%) 


